
 

 

 

 

 

 

 

 

 

私たち「認定 NPO 法人びーのびーの」は「子育て支援」の活動をしています。介護保

険制度ができた 2000 年に横浜市港北区で、私も含めて子育て真っ最中の親たちで立ち

上げました。 

当時の横浜には保育園や幼稚園に入る

前の子育てをする親たちの居場所（児童

館など）がありませんでした。そこで横

浜市内 18区の個人・団体と一緒に「親と

子の居場所がほしい」と政策提言したと

ころ、市や国を動かすこととなりました。

現在、全国に 7,200 箇所以上の「地域子

育て支援拠点」があり、市区町村の事業

として居場所を提供しています。 

 

2012 年に成立した「子ども・子育て

支援法」等に基づく「子ども・子育て

支援新制度」が 2015 年 4 月に本格施

行されました。この新制度の枠組みの

中で、私たちの事業は「地域子ども・

子育て支援事業」の 13 事業の一部に

位置づけられています。例えば「地域

子育て支援拠点事業」では、子育て中

の親子が気軽に集い、相互交流や子育

ての不安・悩みを相談できる場を提供

しています。ちなみに、地域子育て支

援拠点には「4つの基本事業」（①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、②子育て

等に関する相談、援助の実施、③地域の子育て関連情報の提供、④子育て及び子育て支

援に関する講習等の実施）が義務づけられています。 
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また、活動は多機能化してきていて、赤ちゃんが生まれるとご家庭の希望を受けて「乳

児家庭全戸訪問事業」というアウトリーチや「一時預かり事業」などの活動もしていま

す。その他、自治体ごとにその特性を生かした活動を、それぞれの拠点（センター）が

展開しています。 

私たちの地域子育て支援拠点

「どろっぷ」は港北区に 2箇所あり

ます。「どろっぷ」には 1 日約 100

組の親子が訪れます。 

私たちは、行政とモデル事業と

して契約を締結するにあたり、一

定の条件を提示しました。その 1つ

が「場所の選定」です。単に要件を

満たした与えられた場所でなく、

「水（みず）、光（ひかり）、土（つ

ち）」が必ず得られる、保育所と同

等の環境の場所を希望したのです。

次世代を支える子供たちを育てる家庭のモデルとなるからには、納得のいく場所でやり

たいと強く要望しました。その他にも「広場の交流の場づくりの土台を３年はじっくり

やらせてほしい」等条件を提示しました。これらの主張におおむね市は同意して、私た

ち当事者に運営を任せることになりました。 

私たちは契約書の文言にもこだわりました。単なる請負契約ではなく、「協働」の文

言を盛り込んでほしいと市に提案しました。横浜市では「横浜コード」という「協働」

に関する６原則を掲げています。この原則に従えば、協働契約書を締結して、役割分担

と相互評価、課題の共有化が必

要だと考えたのです。委託契約

では、NPO 法人の自主性や柔軟

性、即時性、当事者性、市民性

などの強みが活かされる仕組

みが担保できないと考えまし

た。そこで弁護士にも相談して

研究会を開催し、「協働契約書

の 3点セット」（①契約書本体、

②合意書、③役割分担表）のひ

な形を作って、市内 18 区で共

有しました。 

 



次に子育て家庭の現状についてお話し

ます。「NPO 法人子育てひろば全国連絡協

議会」のアンケート調査によると、子育て

をする母親に「あなたが育った市区町村

で、現在子育てをしていますか？」と質問

したところ、70％の人たちは「いいえ」と

回答しています。このような故郷以外の場

所で育児をしている状態を「アウェイ育

児」と呼んでいます。 

また、厚生労働省「国民生活基礎調査」

によると、保護者の就業状況について、2004 年から「父または母のみ仕事あり」よりも

「父母ともに仕事あり」の世帯数が増加していることがわかります。父親から私たちに

「本当はもっと子育てしたくてもできない」という相談もあります。男性が育児する時

間がほしいと職場等に伝えられる時代になりましたが、就労との狭間で育児によるスト

レスや不安も増大しています。 

左の横浜市の資料によると、子育て中

の親たちが一番困っているのが「子ども

のしかり方、しつけ」です。私たちにも

しかり方や、遊び方について相談に来る

親は多いです。現在、コロナ禍の影響で

さらに増えています。「アウェイ育児」の

親が多い現状では実際に経験したり、知

り合いの親を見て体得する機会がない

からだと考えます。 

 

右の資料、「平成 29 年度港北区 6 拠点ネットワーク資料会議より～『区民意識調査』

分析」によると、以前よりも周囲に育

児の手伝いをする支え手がいない親が

増大しています。だから、近所の人た

ちとの付き合いや助けあいといったつ

ながりを親たちは希望しているので

す。また、「平成 25年 12 月結果 横浜

市子ども子育て支援事業計画ニーズ調

査」では、育児休暇を取得し、子ども

との時間を大切にしたい親が多いこと

がわかりました。子どもが増えること



は喜ばしいですが、今の保育所の待機児童対策については疑問を持っています。せめて

0～1歳までは、可能な家庭、希望する親には、親子が一緒に過ごせる環境保障を真剣に

考えなければいけないと考えているからです。 

私たちの最大のテーマは、個別性の高い「医療モデル」からコミュニティ性の高い「生

活モデル」へスムーズに転換できるよう支援することです。妊娠期には、産院では、赤

ちゃんの成長課程を毎日記録

しています。しかし、出産後 2

日間で退院させるケースも多

くなりました。むかし、6 人大

部屋で入院できたころは、同じ

部屋の人たちとの交流があり、

退院後も情報交換することが

できました。しかし今増えてい

る個室化希望の状況では仲間

作りができず入院期間が短い

ので、退院後は夫婦だけで育児

をしなければなりません。まし

て先ほどの資料にあるように、7～8 割近い人たちが故郷以外の場所で育児をしていま

す。そうなると誰にも相談できず、不安になるのは当然だと思います。 

また、赤ちゃんは乳幼児期に特定の人への愛着が形成されますが、そうした「愛着形

成」についても家族だけでは困難だと思っています。この時期に地域の人たちに多く関

わってもらえることが必要と考えています。 

最後に、最近の活動の特徴についてお話します。2020 年春に、私たちは小学生と大学

生とのオンライン交流会を開催しました。これは反響がすごく良かったです。コロナ禍

の影響で、社会活動やボランティア活動が制限されているようで応募する学生がとても

多いです。最初は空白時間を持つ相互の時間をどうマッチングするか？だけで始めてみ

ましたが、いまはオンラインの可能性を実感しています。 

また、子育て支援拠点と役所と地域が合同で、妊娠期支援活動も行っています。コロ

ナ禍により、里帰り出産や立ち合い出産ができなくなっている人たちへ全体で「大丈夫」

とメッセージを送って支援しています。例えば、土曜両親教室は区役所での開催に加え、

オンラインでも行っており、自宅でリラックスした状態で講座を受けることもできます。

また助産師会とも連携しています。専門職と地域情報をセットでサポートできるのは先

ほどの緩やかな転換の 1つとなっていると思います。 

コロナ禍による自粛期間が明けて、ようやく「どろっぷ」でも交流の場を再開しまし

た。自粛期間中も、一時預かりと相談事業は継続していました。しかし、メールを含め

てたくさんの相談がありました。「本当は居場所を閉じるべきではなかった。開け続け



るべきだった」と反省しています。 

2020 年は、母子分離等の社会的措置がすぐに必要な支援もある一方で、その 9 割が

地域に戻ってきます。中長期的な「長く・濃く・緩い」対応を取れる地域の柔軟性が求

められていると感じます。「離婚」「失業」「疾病」「障がい受容」など、ライフスタイル

が変わりやすい子育て中の親に対して、私たちはどう受け止めて支援をするか日々考え

ています。 

私たちは、施設に来てない親、来られなくなった親たちへの支援も行っています。し

かしながら、私たちだけでは彼らを守ることはできません。やはり地域の支援者、その

家庭の側にいられる「回遊する市民」を常に探しています。 

NPO 法人、市民活動だからこ

そ、私たちは予想していない事

態に対峙したときに「なんとか

応援してあげたい」と本能的に

動くことを大事にしています。

「この時しかできない」という

感覚を忘れたくないのです。 

しかし、私たちがすべての面

で支援できるのではなく、一緒

に手伝ってくれる人を増やす

ことを大事にしています。手伝

ってくれる人たちにきめ細やかな対応を続けると、必ず恩恵を受けた人たちは相互に愛

着を感じ、ひいては地域に愛着を持ってくれます。また、過去に私たちに相談に来た人

も「恩返ししたい」と言って関わってくれる人たちもいます。そうした人の好循環が、

子どもへの愛着に結びつければいいと思っています。 

 

＜文責：全労済協会調査研究部＞ 


